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1　はじめに































進めている 6）。第 1に、どのようにして 1人当たりの長期成長率が達成されるのか（いわゆる non-zero 
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但し、（10）式と（11）式は（9）式のストック変数Kと Aに関する一階条件（Euler Equation）と制
御変数 qと vに関する 1階条件を整理して得られたものである。また、qと vに関する 1階条件から得
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のように考えれば、新古典派成長論が考えている経済の最適成長は以下の式に集約される。
 
   
 
 






























  1 0g  ρ σ  （16）
ここで、g  (= K
4
 / K = C
4
 / C)は長期径路における成長率を表わしている。また、σ < 1の場合、この条
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て、生産技術について、資本限界生産性の逓減性（μ1 < 1）や稲田条件（f ' (∞) = 0）を仮定しているこ
となどが挙げられる 18）。そして、技術進歩率（κ）を外生的に考え、その外生的な技術進歩を決定す
るメカニズムが存在していないことである。そこで、内生的成長論は次のように、長期持続経済成長










な技術進歩が存在せず（X = 1 Û κ = 0）、μ1 = 1である場合の生産技術は AK（即ち、Y = D1K ≡ A*K）と
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アを μ2 = 1 – μ1であるように考えることである。これは 2つの資本関係（Kと A）は補完的であり、か
つ経済全体の資本に関し収穫一定性（μ1 + μ2 = 1）を満たしていると考えている。これは前述の μ1 = 1
をより広範囲に考えているものである。この場合、もしA*（物的資本以外の資本。但し、Barro（1990）
はこれをフローの公共サービスと考えている）が物的資本Kと同率で変化し、あるいは 2つの資本の
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（1部門）の構造パラメータ（表 1）を（20）式に代入すると、(μ1 – 1)g*K = 0が得られ、μ1 = 1のとき
g*K > 0となることがわかる。また、同様に、Uzawa（1965）― Lucas（1988）モデル（外部効果を考え
ない物的資本と人的資本の 2部門生産モデル）の性質もこれらの式で考察することができる。（21）
式を満たすUzawa（1965）―Lucas（1988）モデルの構造パラメータ（表 1）を（20）式に代入すると、
g*K = μ2 / (1 – μ1)g*Aが得られ、2つの資本の長期成長率の関係を調べることができる
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 （R1）
但し、これは Learning-by-Doing効果（A' (K) > 0）と Spillover効果（K = A (K)）という 2つの効果が同
時に有効である場合に成立するものである。また、このモデルでは規模の効果があるため、L ≠ 1と




(μ2 + γ2) (μ3 + γ3) = (μ1 + γ1 – 1) (μ4 + γ4 – 1) Model
γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ2 = μ3 = μ4 = 0 ; μ1 = 1 AK Model
γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ3 = 0; μ4 = 1 Uzawa（1965）
γ2 = γ3 = γ4 = 0 ; μ2 = μ3 = μ4 = 0 Romer（1986）
γ1 = γ3 = γ4 = 0 ; μ3 = 0; μ4 = 1 Lucas（1988）
γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ3 = μ4 = 0 Barro（1990）
γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ3 = 0; μ4 = 1 Romer（1990）
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よって、分権（市場）経済の成長率は社会的成長率より低くなる。特に、経済全体の資本に関して収
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のように考え、（個人数と企業数mが一致するという想定のもとで）均衡における Y = mYi、K = mKi、
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AGEとなり、Tullock（1967）の言う BFE + pmpcFBより少なくなっている。しかし、そのような社会的
ロスが存在することは重要な経済的意味をもつ。つまり、もし前述のように補助金政策が行われれば、











































































0, ω ω   とする。ῶは上限である。一方、同じ投入Kに対し Yと Yの生産技術を各々 Y = A
*K、Y = AK
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企業は「真」の生産技術を A = ϕKに対し、A = ϕKの生産技術を選択する 40）。体系（3）式～（7）の資
本に関する制約K1 = qKとK2 = (1 – q)K（また、労働の 2部門間の配分を考慮に入れた場合、労働に関
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2） 4兆元の中で約 6割～ 7割は大型のインフラの建設のプロジェクトであり、その担い手は国有企業であると推
測されている。
3） 『国際金融報告』（2002年 6月 26日、28日）
4） 最近中国ではRent-Seeking（中国語では「尋租（シュンーツ）」と言う）問題が議論されるようになったのは
それらの事実があったためと思われる。















TT K exp r s ds















12） （N）式より exp  (κt)D1μ1K




 ≡ ψ(k) = sf(k) – (n + δ)で表わされる。もし、資本の限界生産性は収穫逓減性や稲田条件を満たしてい
れば、0 < (n + δ) / s < f '(0)が成立し、ψ(k*) = 0であるように一意的な正の k*が存在する。同様に、dgk / dk = 
–s(f(k) – kf '(k)) / k2 < 0（但し f(k) – kf '(k) > 0は労働に関する限界生産性を表わしている）で示されるように、絶対
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的収束性（absolute convergence）も存在する（詳しくは、Burmeister and Dobell（1971）、Barro and Sala-i-Martin
（2004）を参照。）
14） Sala-i-Martin（1990）、Grossman and Helpman（1991）、Hammond and Rodriguez（1993）、Barro and Sala-i-Martin
（2004）は Solow（1956）のモデルを用いて、外生的な技術進歩のない場合、何故稲田条件を満たす新古典派成
長論の長期成長ができないのかということを示している。
15） つまり、2国の所得格差は y1 / y2 = (k1 / k2)
μ1 = 10であるように 10倍であるとすれば、もし資本のシェアが通常で
考えているように、μ1 = 1/3であれば、その 10倍の所得の格差をもたらすのに、各々の国の資本格差は 1000倍
にならなければならない。すなわち、k1 / k2 = 10
3 = 1000。しかし、現実経済の中で 10倍の所得格差が存在してい
ると考えられても、1000倍の資本格差は到底考えられない。
16） この線に沿って、この技術進歩率の格差を生みだす国ごとの教育水準の相違で国際間の所得格差を説明して




17） Barro and Sala-i-Martin（2004）、Romer（2011、Chap.1）を参照。
18） これらの仮定は経済の長期均衡に対する収束性を見るときは、非常に重要であるが、長期成長率を内生的に
考える場合、これらの条件を修正する必要がある。
19） Jones and Manuelli（1990）は最も簡単にこのような生産技術について議論している。また、Hammond and 
Rodriguez（1993）も非常に単純なケースでその可能性を示している。その資本限界生産性の有界性は Solow自
身も既に考えていたと言われている（Hammond and Rodriguez（1993））。








22） Baaro and Sala-i-Martin（2004、Chap. 4）は競争経済の中での人的資本と物的資本の収益率の均等性でこの可能
性を示している。
23） Sala-i-Martin（1990）、Baaro and Sala-i-Martin（2004）はこれらの考え方を全て AKモデルで示している。
24） Jones and Manuelli（1990）とBarro and Sala-i-Martin（2004）は、Y = AK + DK μ1L1 – μ1やCES型の生産関数を用い
て、AK生産技術のある場合の移行過程を示している。一方、Aghion and Howitt（1998、Chap. 5）は環境汚染問
題や非再生可能な生産資源問題を AKモデル（1部内生的成長モデル）と Schumpeterianモデル（2部門内生的成
長モデル）で分析したが、環境汚染などの要因があった場合、Schumpeterianモデルでは内生的成長の可能性が
示されたが、AKモデルは Schumpeterianモデルと同じような結論が得られなかった。そこで、Aghion and Howitt
（1998）は AKモデルがイノベーションと資本の蓄積を区別していないが故に、Schumpeterianモデル（2部門モ
デル）の方が優位性をもっていると考えている。
















1 2 1 K Ag g   µ µ   のような関係が考えられる。Aを人的資本と見なすと、長期成長径路における
2つ資本の比率の不一致性が成長に影響を与える。Barro and Sala-i-Martin（2004）を参照。
30） Romer（1986、1990）は知識資本の生成する可能性として、R&D投資も考えている。
31） 政府サービスの混雑を蒙る問題については、Barro and Sala-i-Martin（1992b）が分析している。
32） Aは利用可能の中間財の種類を表す。技術進歩は Aの増加によって達成される。また、この場合の新規中間財
は既存の中間財と代替不可能と仮定されている。つまり、新規発見の財は既存財を陳腐化させない。よって、
期間終了まで独占権を保持し続ける。これに対し、Aghion and Howitt（1998）は Schumepterの「創造的破壊」と
いうアイデアを生かして質的向上（垂直的な技術革新）モデルを考えた。そのときの新しい発見は確率的にポ
アソン過程に従い、陳腐化が存在する。
33） Romer（1990）は人的資本と仮定しているが、Barro and Sala-i-Martin（2004）やAghion and Howitt（1998）は
これを労働に置き換え、得られる結論は同じである。ここでは労働で考える。
34） Sala-i-Martin（1990）とBarro and Sala-i-Martin（2004）はこれと同形の生産関数で 1部門生産モデルにおける
中間財の種類拡張と内生的成長の可能性を示している。但し、Barro and Sala-i-Martin（2004）は xを非耐久的な
財・サービスの購入として考えている。よって、その分析では状態変数は Aのみとなる。結果は AKモデルと同
じである。
35） この式は Sala-i-Martin（1990）とBarro and Sala-i-Martin（1992b）を引用している。
36） Brooks and Heijdra（1988）は一般均衡モデルでRent-Seekingの影響を分析している。
37） 渡辺（1995）が民営化された今日においても民間独占企業となった旧国有企業が依然として Rent-Seekingを
行っていると指摘している。
38） これを図 1でみると、ρと σが大きい場合に相当する。よって長期成長率は低くなる。
39） 但し、現実経済を考える場合、労働の 2部分間の配分も考慮に入れる必要があろう。そのとき、（29）式、 
   11 11 1 2 1Y D K A K L  µµ   のようになる。
40） （24）式と同様に、労働の 2部分間の配分を考慮に入れた場合の知識財生産関数は
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